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岡山県政の総合施策となる次期プラン（第３次

おかやま夢づくりプラン）の「素案」が８月に発

表され、全員協議会、９月議会を経て１２月議会

で議決されました。 

「素案」作成にあたって、従前からおこなわれ

ていた県民意識調査に加えて、今回新しく「おか

やま発展戦略会議」が設置された。 

「発展戦略会議」は県内外の経済界の代表、有

識者等で構成するとともに、各分野の施策につい

ては、それを専門とする民間団体等の意見聴取も

おこなうなど、幅広く意見をきく形をとっている。

メインの会議はこの１年間に数回開かれ、今年６

月に「提言」を発表した。そこでは、「中国をはじ

めとするアジア諸国が目覚ましい経済成長を続け

ている」なか、「新たな市場の開拓や、事業の展開、

それらを支える人材育成が必要」と、産業分野を

中心に４つの「戦略」と２０のプロジェクトが提

言された（表・左列：「提言」の抜粋）。 

おかやま発展戦略会議「提言」 第３次おかやま夢づくりプラン（素案） 

戦略Ⅰ ＦＴＡ・ＴＰＰの議論を真正面から捉え、

産業のグローバル化をリード 

 ・企業進出のサポート体制 

 ・水島港や玉島ハーバーアイランドの整備 

 ・産学官連携による開発研究 

 ・グローバル化に対応できる農業  

   農地の利用集積、企業参入の促進 など 

基本戦略Ⅲ 発展につながる産業づくり 

・アジアへ！世界へ！産業グローバル戦略推進 

   水島コンビナートの国際競争力強化 

  海外進出の支援 

  県内企業の国際競争力、経営基盤の強化 

水島港の機能強化 

・成長につながる企業の誘致・集積 

・新ビジネス育成 

・儲かる産業に！攻めの農林水産業育成 

  農地集積による規模拡大と法人化 

   次代を担う「力強い」担い手の育成 など 

戦略Ⅱ 岡山の強みを生かした新たな産業の創出 

 ・次世代（電気、燃料電池）自動車の開発 

 ・アジアの富裕層を視野に入れた医療健康産業 

 ・世界をリードする医療・福祉拠点 

 ・中山間地域でのスモールビジネス など 

戦略Ⅲ 世界に通用する英語力を持ち世界に羽ば

たく人材の育成 

 ・小学校低学年からの英語教育 

 ・世界を舞台にする著名人との交流 

 ・中国語、韓国語を使いこなせる産業人材育成 

 ・外国人医療従事者の受入促進 など 

基本戦略Ⅱ 将来を担う人づくり 

 ・学校・家庭・地域の連携 

全国学力・学習状況調査順位を 10 位以内

に 

・グローバル人材育成・誘致 

 小学校低学年からの英語教育 

中・高校理数科の英語による授業 など 

 中四国州推進プロジェクト 

どこへ向かう？！ 

岡山県政-「第３次おかやま夢づくりプラン」を斬る 

                               日本共産党岡山県議団・団長 森脇ひさき 
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このたび発表された「第３次おかやま夢づくり

プラン（素案）」には、県政全般にわたる基本的な

施策が盛り込まれている。そのうち産業分野の「基

本戦略」を発展戦略会議「提言」と対比する形で

表の右列に記載した。両者は非常によく似ており、

「夢づくりプラン」は経済界の要求「丸写し」と

言っても過言でない。 

問題はこれら産業分野の「戦略」の中身である。

表に示したように、「ＴＰＰ議論を据え」、「グロー

バル化への対応＝アジアへの進出」としたものが

中心となっている。また、そのような企業を支え

る「人材育成」として、教育のあり方にまで注文

をつけるものとなっている。 

東日本大震災を経験し、多くの国民は国づくり

のあり方について、あらたな模索と探求をはじめ

ている。その方向は、「絆」に象徴されるように、

「自己責任」が押し付けられ「勝ち組・負け組」

と競い合わせる社会ではなく、あたたかい社会的

連帯を求める社会であると思う。一方、復興計画

をめぐって財界・大企業本位の「復興」も叫ばれ

ている。まさに「国民本位の国づくり」か「財界・

大企業いいなり」かのせめぎあいである。 

このようななか、岡山県知事が選択した県政運

営の基本方向は、「財界・大企業いいなり」という

性格が色濃いものとなった。さらに「夢づくりプ

ラン（素案）」には、「道州制推進プロジェクト」

として、「中四国州の実現をめざし、中四国地方に

おける本県の拠点性を高める」との方向も示され

た。「拠点性を高める」事業に重点的に予算配分さ

れる危険もある。 

 ８月２９日、「夢づくりプラン（素案）」につい

て審議した県議会全員協議会で私は、福祉と暮ら

しを充実する県政への転換、TPP参加に反対し農

林漁業や地場産業、中小企業を直接応援する産業

政策への転換を求めた。また、教育を「経済界が

求める人材育成」へと変質させられようとしてい

る問題を指摘し、「学力向上」の指標を「全国学力・

学習状況調査順位を１０位以内に」としたことに

ついて、「学力は点数だけで判断できるものではな

い」とその撤回を求めた。  

 

☆日本共産党県議団の提案☆ 

 国の悪政と財界の要求をそのまま県民に押しつける知事提案に対して、日本共産党県議団は「県民の

生命と暮らしを大切にする県政」「地域の産業をしっかり支える県政」への転換を求めている。 

第１：県民の生命と暮らし最優先の県政への転換――全国最悪の障害者医療費補助制度をただちに改

め、無料化制度を復活。子どもの医療費は中学卒業まで無料に。地域の子育て支援体制の整備・充実。

後期高齢者医療制度の廃止を国に求める。介護負担の軽減、基盤整備の促進に県独自でもとりくむなど。 

第２：原発ゼロ・自然エネルギーへの転換。防災の街づくりへの転換――自然エネルギーの拡大で島

根原発など全国の原発の停止を求める。学校、幼稚園、保育園、学童保育施設の耐震化。地震・液状化・

津波対策、台風・豪雨・洪水対策などソフト・ハード両面からとりくむ。コンビナート防災対策を強化

するなど。 

第３：地域に根ざした産業振興への転換――ＴＰＰに反対。中小企業、地場産業、農林水産業への支

援を強化。住宅リフォーム補助、自然エネルギーなどによる仕事おこし、雇用拡大など。 

第４：子どものための教育への転換――正規教員の増員。少人数学級や特別支援学級の増設。序列化

に通じる学力テストの中止など。 

第５：地方自治拡充への転換――道州制に反対。国の責任を放棄する「地方分権」に反対など。 

 政治の転換を求める多くの県民と力をあわせ、「県民本位」の新しい県政へ向け奮闘する決意です。 


